
1-2-3.消費税率引上げの影響等

消費税率引上げ前に「前倒しで支出した (予定も含む)」 との回答は約 4割と

なつた。前倒しで支出した、または今後支出する予定の商品・サービスは、「家

電」との回答が最も多く、次いで「日用品」、「自動車」が多かった。

消費税率引上げの当面の支出への影響を聞いたところ、「支出を控える」、
「支

出をやや控える」との回答の合計が約 7割 となり、「特に影響はない」との回答

が約 1割 となった。
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(図表 13)消費税率引上げの当面の支出への影響 〔028‐〕

[その他]

[景気や収入などの

状況次第であるコ
0.4

[支出を控えるコ

[特に影響はない]

(図表11)消費税率引上げ前に、前倒しで支出したもの (予定も含む)の有無
〔0274〕
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林 今回特別に実施。

(図表 12)消費税率引上げ前に、
〔027-a赫〕
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消費税のご負担を
お願いします。
・今回の消費税率引き上げ分は全て
医療・年金などにあてられまt

●

韓

国

中

国

ス
ウ
ェ
ー

フ
ラ
ン
ス

ド
イ
ツ

イ
ギ
リ
ス

日

本

ア

ン
※アメリカでは、州・郡・市により
」ヽ売売上税が課されています6

資料 :中小企業庁



「社会保障・税一体
○今般の社会保障8税一体改革により、消費税率引上げにょる増収始 む消費税収(国「地方、現行の地方消費税収を除く)は、全て社会保障財源化さ稲 。
026年度の消費税増収分5.0兆円(国口地方)について、次のとおり、すべて社会保障の充実・安定化に向ける。①まず、基礎年金国庫負担割合2分の
1の引上げに2.95兆円程度を充てる。②その上で、社会保障の充実(公費Ю.50兆円、国費0.22兆円)及び消費税率引上げに伴う社会保障4経費の
増への対応(公費0,23兆円、国費0.15兆円)に向ける。(残余(約 1.3兆円)は後代への負担の付け回しの軽減に向けられる。)
○今般の消費税率の引上げにより、社会保腑 費と消費税収(国・地方、現行の地方消費税を除く)の差額は22.1兆円から207兆円に縮小することになる。
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する社会保障に係る費用をあらゆる世代が広く公平に分かち合う観点等から、社会保障給付に要する費用に

音翫藉 8魂薄落汁畢馨彗祭全乞奮
てるもの」とされている(社会保障制度改革推進法第2条第1項4号 )。

Sいて、社会保障施策に要する経費に充てるとされていみ唐望暑碁ど響摺案すぎ蜃型警窮署譜浜督る交付%法定率分の総額を、地方単独事業を含む地方の社会保障給付費の総額と比較し、社会保障財源となって
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平成 16年度税制改正要綱 (織粋)

自由民主党 2003年 12月 17日

1 平成 16年度税制改正において年金課税の適正化を行う。この改正により

確保される財源は、平成 16年度以降の基礎年金拠出金に対する国庫負担の害」

含のヨ1上げに充てるものとする。

2 平成 17年度及び平成 18年度において、わが国経済社会の動向を踏まえ

つつ、いわゆる恒久的減税 (定率減税)の縮減、廃止とめわせ、三位一体改革の

中で、国・地方を通じた個人所得課税の抜本的見直しを行う。これにより、平成

17年度以降の基礎年金拠出金に対する国庫負担害」合の段階的な引き上げに必

要な安定した財源を確保する。

3 国と地方のいわゆる三位一体の改革の一環として、平成 18年度までに所

得税から個人住民税への本格的な税源移譲を実現することとする。この本格的

な税源移譲を実現するまでの間の暫定的措置として、平成 16年度税制改正に

おいて所得譲与税を創設し、所得税の一部を税源移譲する。

4 平成 19年度を目処に、年金、医療、介護等の社会保障給付全般に要する

費用の見通し等を踏まえつつ、あらゆる世代が広く公平に負担を分かち合う観

点から、消費税を含む抜本的税制改革を実現する。

(注)下線は、佐皮木憲0召事務所による。


